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【要約】 

■ FinTechの拡大は世界中に波及し、Financial Inclusion と金融サービスの Personalizationが進

展するとともに異業種を含む多くの関係者の注目を集めている。しかし、2014 年に上場した

Lending Clubや OnDeckの株価低迷等に表れているように、今後 FinTechに対する非常に高

い期待と現実とのギャップが顕現化する可能性がある。 

■ 日本においても、関係省庁等の後押しを背景に FinTech が拡大していくことが想定されるが、

既存金融サービスによるニーズの充足度が相対的に高い日本では、FinTech の広がり方は欧

米諸国とは異なり、当面はベンチャー企業と十分な顧客基盤及び様々なデータを抱えている

大手事業者の連携が中心になる。 

■ 日本の金融機関は、これまで充実した支店・ATM網を構築し、その高度に発展した金融インフ

ラをベースとした金融サービスを、比較的安価に提供することで顧客ニーズに応えてきたが、

少子高齢化・人口減少、銀行に対する規制強化やキャッシュレス化の進展等によって収益力

が低下する中、その維持が困難となり、場合によっては基本的な金融サービスを利用すること

が困難な Financial Exclusionが生じる可能性がある。 

■ 日本の金融機関にとっては、既存金融インフラが充実しているが故、その活用を前提としたプ

ロセスの開発や金融サービスの向上が短期的には合理的な選択肢となるが、それは将来的に

は、根幹である金融インフラの陳腐化に伴い金融サービスそのものの利便性が大きく低下して

しまうというリスクを孕んでいる。日本の金融機関及び FinTech ベンチャー企業には、中長期的

な視座を持ち、既存金融インフラが急速に競争優位性を失うことで起こる金融サービスの満足

度の低下や Financial Exclusionを未然に防ぐような金融サービスの創出が求められ、それこそ

が日本に求められる FinTechの進化の方向性である。 

I. 欧米を中心とした FinTech拡大の潮流 

近年、利便性が高く安価な金融サービスである FinTech の拡大が、欧米を始

めとして世界中に波及している。IT技術の進展やスマートフォン等モバイル端

末の普及等を背景に金融サービスへの参入障壁が大幅に低下したことから、

新しい技術を活用した金融サービスを提供する FinTech ベンチャー企業が多

数登場した。そして、リーマンショックに伴う財務体力低下等により欧米を中心

とした既存金融機関がサービス水準を低下させる中、旧態依然とした金融業

界に変革を起こすかもしれないという期待感から、安く便利な金融サービスを

提供するそれらベンチャー企業への投資が急拡大した。現在では金融機関

を中心とした大手事業者も FinTech に参入し、金融業界で大きなうねりとなっ

ている。 

FinTech には、大きく二つの側面があると考えられる。一つ目は、より多くの人

が金融サービスにアクセスすることを可能にする Financial Inclusion である。

Financial Inclusionの事例として、アフリカのケニアにおけるモバイル送金サー

ビスとして拡大する「M-PESA」が挙げられる。ケニアでは銀行による金融サー
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ビスが普及しておらず、従来多くの人は銀行口座を持つことも難しかった。そ

の一方で、中古端末の普及等を背景に携帯電話の普及率は 70%を超えると

言われている。そこに登場した「M-PESA」は、現地の通信会社サファリコムに

よって提供され、携帯電話さえ持っていれば、お金を送りたい人にショートメッ

セージを送ることで送金を可能とする、利便性の高い金融サービスであること

から、多くの人に受け入れられた。 

二つ目は、日本や米国のような先進国を中心に、金融サービスは提供されて

いるものの、高い手数料や利用に手間がかかるといった不満を抱えている顧

客に対して、よりその顧客に適した金融サービスを提供する金融サービスの 

Personalizationである。米国の P2Pレンディング大手である Lending Clubは、

お金を借りたい人と貸したい人をインターネット上で仲介するプラットフォーム

を運営している。手続きの簡素化や自動化によりコストを抑えることで、借り手

には銀行等従来の借入先以外から安く資金調達が可能な手段として、貸し手

には一定の収益性が見込める新しい投資の手段として普及した。 

しかし、現在大きな期待を寄せられている FinTech は、今後現実とのギャップ

が顕現化する可能性がある。実際、上場を果たした FinTech ベンチャー企業

のうち、Lending ClubとOnDeckのように株価が低迷している企業もある。前者

については、2016年5月にローン債権の販売において権利の乱用があったこ

と等不祥事の影響があるとは言え、足下の株価は上場時の五分の一まで低

下している（【図表 25-1】）。オンライン上で中小企業向けの融資を行う後者も

業績不振を主因として株価の低迷が継続している。また、米国における

FinTech 起業数は 2012 年をピークに、金融や決済に関連する特許申請数は

2013年をピークに減少に転じている模様1である。 

【図表 25－1】 FinTech ベンチャー企業の株価推移 

   
（出所）ロイター社データよりみずほ銀行産業調査部作成 

                                                   
1 FinTech起業数は米国において先端技術やサービスの新興企業を調査する Venture Scanner、特許申請数は特許関連に特化

する法律事務所 Envision IPによる調査。 
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規制動向にも注視する必要がある。現在金融事業を拡大させている FinTech

事業者の中には、金融機関としての規制を受けていないため、コスト面で競争

優位性を発揮出来ているケースもある。もし今後、健全性や利用者保護の観

点等を目的に法改正が実施され、そのような FinTech 事業者にも一定の規制

が課せられた場合、当該 FinTech 事業者は規制対応コストの増加により従来

通り安価に金融サービスを提供することが困難になり、競争優位性を失う可能

性もある。 

IT 分野の代表的な調査機関であるガートナーは、IT 関連の様々な技術に対

して成熟度と採用状況、潜在的な能力等を時系列で表す手段としてハイプサ

イクル2を提唱している。足下ガートナーは、現在のAIやブロックチェーン技術

はハイプサイクルの「過度な期待のピーク期」にあると発表しており、それらの

技術が FinTech 発展の大きな要因になっていることを踏まえると、FinTech も、

「過度な期待のピーク期」にあると考えることもできる。その場合、今後は

FinTechの淘汰が進む「幻滅期」が訪れることも想定される。 

II. 日本における足下の FinTech 

アクセンチュアの分析によると、2015年のFinTechの投資額は世界全体で200

億ドルを超えた。日本国内における投資額は 65 百万ドルと極めて低い水準

ではあるものの、FinTech は日本でも拡大する兆しがある。モバイル端末を利

用した家計簿管理サービスや手軽に投資を行うことを可能にするロボアドバイ

ザー、法人向けではクラウド会計サービスや EC 決済導入を容易にする決済

代行サービス等を提供するベンチャー企業が登場し、注目を集めている。金

融機関においても、専門部署を立ち上げ、FinTech ベンチャー企業が持つ IT

技術やアイデアを取り入れて商品開発を行うオープン・イノベーションを強化

し、自社サービスの強化や業務の効率化に取り組む動きが相次いで発表され

ている。またブロックチェーンの活用においては、金融機関だけでなく、IT ベ

ンダーを含めた多業種の事業者によってコンソーシアムが形成され、実用化

に向けて実証実験が行われている。 

更に国内外における FinTech の隆盛を受け、日本の関係省庁や日本銀行も

FinTechベンチャー企業や大手金融機関等と日本版 FinTechのあり方につい

て議論する場を設ける等、FinTech 拡大を後押しする動きを積極化させている

（【図表 25-2】）。法改正についても、例えば欧米で拡大した P2P レンディング

は、貸し手個人が借り手個人に直接お金を貸すスキームであることから、日本

では貸金業法上、貸し手個人が貸金業者としての登録を受ける必要がある等、

法制上の課題は残っているものの、FinTech の成長に必要と判断される法改

正も徐々に進んできている（【図表 25-3】）。また、現在金融審議会で議論され

ているように、利用者と金融機関の間に立ってサービスを行う中間的業者の

法的位置付けが明確化される等、FinTech 事業者にとって法的な不安要素が

解消されていくことで新規事業者が参入しやすくなることも考えられる。今後も

法整備が進むことで FinTech拡大の土壌は整っていく可能性が高い。 

                                                   
2 ハイプサイクルは、技術のライフサイクルを①黎明期、②「過度な期待」のピーク期、③幻滅期、④啓蒙活動期、⑤生産性の安

定期の五つのフェーズに分けて分析している。 

規制次第で競争

優 位 性 を 失 う

FinTech事業者も 

FinTech をハイプ

サイクルに当て

はめると「過度な

期待のピーク期」 

FinTech は日本

でも拡大する兆し 

関係省庁等の後

押しもあり、徐々

に法改正も進む 



 

 
特集：日本産業の中期見通し（【Focus】日本に求められる FinTech の進化）   

 

みずほ銀行 産業調査部 

333 333 

【図表 25－2】 FinTech に関連する当局の主な動き 

  
（出所）各局、日本銀行ホームページよりみずほ銀行産業調査部作成 

 

【図表 25－3】 FinTech に関連する法令改正 

 
（出所）各種公開情報よりみずほ銀行産業調査部作成 

 

しかし、日本における FinTech が欧米や新興国と同様に、ベンチャー企業主

導で拡大する可能性は低い。日本では比較的容易に銀行預金口座やクレジ

ットカードを持つことが可能であることから、FinTech の主戦場である個人向け

では基本的な金融サービスが既に幅広い人々に普及している。そして口座維

持手数料が求められることが一般的な欧米諸国と異なり、日本では口座保有

そのものや口座振替が無料で提供されていること等から、相対的に安く金融

サービスを利用することが可能となっている。また、金融機関以外の事業者が

当局 時期 主な動き

金融庁

2015年5月～12月 金融審議会「金融グループを巡る制度のあり方に関するワーキング・グループ」開催

2015年7月～12月 金融審議会「決済業務等の高度化に関するワーキング・グループ」開催

2015年12月 FinTechサポートデスク設置

2016年5月～ 「フィンテック・ベンチャーに関する有識者会議」設置

2016年6月～ 「決済高度化官民推進会議」設置

2016年7月～ フィンテックの法整備へ向けた金融審議会「金融制度ワーキング・グループ」開催

2016年9月 日本経済新聞社と共催で「フィンテックサミット」開催

日本銀行
2016年4月 FinTechセンター設立

2016年8月～ FinTechフォーラム開催

経済産業省

2015年10月～
2016年4月

産業・金融・IT融合に関する研究会（FinTech研究会）開催

2016年7月～ FinTechの課題と今後の方向性に関する検討会合（FinTech検討会合）開催

法令 改正時期 FinTechに関連する主な改正内容

金融商品取引法 2014年5月
「投資型」クラウドファンディング市場の活性化に向けた参入要件の緩和と投資者保護
のルール整備

銀行法 2016年5月 銀行や銀行持株会社によるIT企業等への出資規制を緩和

資金決済法 2016年5月 仮想通貨の定義明確化、仮想通貨交換業の登録制導入

電子帳簿保存法 2016年8月 スキャナ保存要件の一部が緩和され、スマートフォンやデジカメでの保存も可能に

割賦販売法 2016年12月 カード決済代行事業者の任意登録制導入

銀行法施行規則 検討中 デビットカードの「キャッシュアウト」サービスを「預金の払出し」として外部委託可能に

消費税法 検討中 仮想通貨の非課税化

租税特別措置法 検討中 研究開発減税の対象に人工知能、ビッグデータ等を活用したサービス開発も追加
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提供する非接触型電子マネーの発行枚数も累計 3 億枚を超えており、定期

券としてだけではなく、コンビニ等で利便性の高い少額決済ツールとして都市

部に住む人々を中心に定着している。その他にも、安心して利用できる日本

独自のきめ細やかな金融サービスが存在していることから、金融サービスに全

くアクセスできない人や日常的に大きな不便を感じている人は、欧米諸国と比

べても相対的に少ないと考えられる。法人顧客に対しても、メガバンクや地域

金融機関が激しい競争環境の下、幅広い業種・規模の顧客を相手に様々な

金融サービスを提供しており、口座開設すら難しい中小・零細企業が多く存

在する欧米と比較して円滑な金融取引が実現できていると考えられる。 

つまり日本では、安全性・信頼性が確立された既存金融サービスによって、

Financial Inclusionが既に相当程度進展しており、残された Personalizationの

ニーズも海外と比較するとあまり大きくないと考えられる（【図表 25-4】）。その

残された小さなマーケットに、金融サービスの Personalization を一部進展させ

る FinTechが多く登場した。そして、足下ではクラウド会計サービスを提供する

代表的ベンチャー企業である freee とマネーフォワードの間で、特許権侵害に

関する訴訟問題が発生していることからも分かるように、日本の FinTech 業界

は激しい競争状態に陥っている可能性がある。 

【図表 25－4】 欧米と日本における FinTech 展開余地の違い 

 
（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

（注）点線内：Finance Inclusionに対するニーズ、実線内：Finance Inclusion及び金融サービスの Personalizationに 

対するニーズ  

 

このような状況下、FinTech ベンチャー企業が単独で事業を展開していくこと

は容易ではない。ベンチャー企業が既存金融サービスに大きな不便を感じて

いない顧客を奪い、自前で顧客基盤を構築していくには相応の時間と膨大な

コストを要する可能性が高い。自らの事業を収益化し、企業として存続してい

くためには早期に信用を獲得し、十分な顧客基盤を構築する必要がある。そ

のため、足下では FinTech ベンチャー企業が金融機関等大きな顧客基盤及

び様々なデータを抱える事業者と協業して新たなサービスを開発する動きが

見られる（【図表 25-5】）。このように日本における FinTech は、当面はベンチャ

ー企業と大手事業者の連携によって拡大していく可能性が高い。 
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【図表 25－5】 主な FinTech ベンチャー企業と大手事業者の連携事例 

 

（出所）各社プレスリリース等よりみずほ銀行産業調査部作成 

 

III. 日本の金融サービスにおける支店・ATM網の重要性 

当初、ベンチャー企業主導で拡大した米国の FinTech 業界においても、

JPMorgan ChaseがOnDeckと、Goldman Sachsが人工知能を用いた資産価格

等の分析ツールを開発する Kensho Technologies と戦略的提携を発表する等、

現在では大手金融機関がベンチャー企業を買収・提携する動きも見られる。

同様に、日本の FinTech 拡大においても、大きな顧客基盤を抱える事業者の

一つとして金融機関がその役割を担っていくことが想定される。 

銀行を中心とした日本の金融機関は、これまで長い時間と膨大なコストをかけ

て主要都市を中心に広範な支店網を構築し、その支店を補完する機能として

国内の至る所に ATM を設置してきた。【図表 25-6～9】からも明らかなように、

その数は国土の広さを考慮すると、欧米諸国と比較しても多く、日本の支店・

ATM網は充実度が高いと言えるだろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時期 ベンチャー企業 大手事業者 主な提携内容

2015年3月 Stripe（米） 三井住友カード 日本におけるEC決済サービスの導入をサポート

2015年11月
GMOペイメント
ゲートウェイ

三井住友銀行 合弁でネット決済代行会社を設立

2015年12月～ freee
みずほ銀行
三菱東京UFJ銀行
地銀各行

freeeユーザーである中小企業、個人事業主の会計デー
タから、新しい金融サービスの開発を検討

2016年1月 お金のデザイン GMOクリック証券
GMOクリック証券の顧客により利便性の高い資産運用
サービスを提供

2016年10月 マネーフォワード

みずほ銀行
既存のサービス連携に加え、新サービスの共同開発に
よるユーザー利便性等の更なる向上等を目指す

三越伊勢丹G
伊勢丹Gの顧客に対する新たな付加価値提供に向けた
具体的な業務提携の検討を開始

金融機関は日本

の FinTech 推進

を担う 

日 本 の 支 店 ・

ATM 網は充実度

が高い 
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【図表 25－6】 銀行等金融機関店舗数 【図表 25－7】 1,000 ㎢あたり店舗数 

  
（出所）【図表 25-6、7】とも、IMF, Financial Access Survey等よりみずほ銀行産業調査部作成 

（注）日本の商業銀行店舗数にはゆうちょ銀行代理店としての郵便局を含む 

欧米諸国には、商業銀行、協同組織金融機関に含まれない金融機関も存在 

日本の支店数は 2016時点、英国は 2013年時点、その他は 2015年時点 

 

【図表 25－8】 ATM数 【図表 25－9】 1,000 ㎢あたり ATM数 

  

（出所）【図表 25-8、9】とも、IMF, Financial Access Survey よりみずほ銀行産業調査部作成 

（注）米国の ATM数は 2009年時点、その他は 2015年時点 

 

この支店網を接点として、日本の金融機関は個人・法人問わず広くあまねく顧

客を獲得し、対面営業を前提として預金、貸出、決済等の幅広い金融サービ

スを提供してきた。また預金口座からの引き出しや振込等の主要な金融取引

を ATM で行うことを可能とし、現金社会を前提とした利便性の高い金融サー

ビスを比較的低い手数料で提供してきた。金融広報中央委員会による金融機

関の選択基準に関するアンケートによると、近くに支店や ATM があることが、

個人が取引金融機関を選ぶ際の重要な要因となっている。以上のことから、

日本の金融サービスに対するニーズが諸外国と比べて満たされている要因と

して、全国に張り巡らせた金融インフラである支店・ATM 網が果たしている役

割は大きいと考えられる。 
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このことから、本稿では主要な金融サービスを提供するために顧客との接点と

なる支店・ATM 網やインターネット等を「金融インフラ」と呼ぶこととし、申込や

本人確認書類の提出、現金の引き出し等顧客に求められる手続きや、本人

確認や与信判断等金融事業者において必要となる各種工程を「プロセス」と

呼ぶこととする。つまり、金融サービスは、複数のプロセスと金融インフラで構

成されていると考える。 

例えば、個人向け貸出は次のように整理する。 

銀行のカードローンを中心とした日本の個人向け貸出は、金融機関が持つ金

融インフラである支店・ATM 網と、顧客による免許証等本人確認書類の提出

や ATM での現金引き出し、金融機関による与信判断等のプロセスで構成さ

れていると考えることができる。近年ではインターネットを用いた簡便な申込が

可能になる等、部分的にインターネットを金融インフラとして活用しているケー

スもあるが、現金社会の日本においては、現金を引き出す場所である金融イ

ンフラとしての支店や ATM の重要性はまだ大きい。また、本人確認や与信判

断の所要時間も相当程度短縮されてきているものの、その判断に用いられて

いるデータは、顧客から提供された情報や金融機関、信用情報機関が持って

いる情報に限定されており、プロセスに革新的な要素はほとんどない。 

一方、中国の EC 市場で大きなシェアを持つアリババ G
3において、金融サー

ビスを提供しているAnt Financial Services Groupは、「借唄」という個人向け貸

出サービスを提供している。「借唄」は、インターネットを金融インフラとして活

用し、スマートフォンのアプリで完結する利便性の高いプロセスと、同社が提

供する個人情報サービスである「芝麻信用」の信用スコアによる与信判断等の

プロセスによって構成されている。この芝麻信用の信用スコアも、会員の登録

情報や商品の購入履歴等アリババの ECプラットフォームで蓄積されたデータ

に加え、公共料金の支払履歴や SNS 上の交友関係等幅広いビッグデータを

活用して即時に算出されるものであることから、新しい技術を用いたプロセス

であると言える。「借唄」で借りたお金はアプリ上に入金され、インターネットシ

ョッピングの決済時も、リアル店舗における QR コード決済4時も銀行の金融イ

ンフラを活用せず使うことが可能であり、銀行の ATM を活用するのは現金を

引き出す時のみである。 

個人間の送金においては、日本では全国に張り巡らされた金融インフラであ

る支店・ATM 網が活用されており、その利便性は十分に高い。そのため

KPMGとUBSの共同調査結果である「Mobile Banking 2015」等で指摘されて

いる通り、日本におけるスマートフォンを通じたモバイルバンキングの浸透率

は 16%と低水準5に留まっており、また、新しい金融インフラとプロセスを用い

て利便性の向上が図られた個人間送金サービス6も提供され始めているもの

の、まだあまり普及していない。多くの人は ATM まで足をのばし、送金相手の

口座番号や送金金額を入力する等旧来のプロセスを経て送金している。一方

                                                   
3 アリババ Gが運営する「Tmall（天猫）」の中国 EC市場（BtoC）に占めるシェアは 2015年時点で約 60%。 
4 QRコード決済とは、利用者のスマートフォン上にQRコードを表示し、店頭のレジでQRコードを読み取ることで決済を行う、もし

くは店頭で表示された QR コードを利用者のスマートフォンで読み取り、アプリ内で決済を行うもの。 
5 各国のモバイルバンキングの浸透率は、中国約 60%、米国 30%超、英国約 30%、グローバル平均 40%。 
6 日本における個人間送金の例としては、LINE Pay、ちょコム送金、AnyPay等が挙げられる。 
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米国では、現在 PayPal 傘下の個人間送金サービス「Venmo」が普及している。

「Venmo」はインターネットを金融インフラとして活用し、送金相手と金額をアプ

リ上に入力するだけで相手の口座番号を知らなくても送金可能という、非常に

簡単なプロセスで完結するように設計されている。 

このように、日本の金融機関は、現金社会を前提とした支店・ATM 網という、

全国に張り巡らせた安全性・信頼性の高い金融インフラによって高い利便性

を確立するとともに、その金融インフラと旧来のプロセスによって構成される金

融サービスを比較的安く提供することで、顧客の金融ニーズに応えてきた。一

方で海外の FinTech は、金融機関のインフラの空白地帯を埋める形でインタ

ーネットを金融インフラとして活用し、スマートフォンのアプリや新しい分析技

術等を用いた利便性の高いプロセスで提供されているものが中心である。 

IV. 金融インフラ維持に対して厳しさを増す外部環境 

しかし、物理的な金融インフラである金融機関の支店・ATM 網を、現在のよう

な広い範囲で維持し、かつ金融サービスの価格を抑えて提供し続けることが

できるとは限らない。銀行に対するグローバルな規制強化の流れと、日本特

有の社会的課題である長期的な経済成長の鈍化、既に現実化しつつある少

子高齢化や地方で先行する人口減少等は、従来の日本の金融機関のビジネ

スモデルを大きく揺るがす可能性がある。 

バーゼル銀行監督委員会が主導し、2019 年までに完全導入が予定されてい

るバーゼルⅢは、金融危機の再発を防ぎ、国際金融システムのリスク耐性を

高めることを目的として、国際統一基準行に対しより多くの資本と豊富な流動

性、保守的なリスクテイクを求めている。また、金融庁も国際基準を踏まえ、日

本国内のみで営業する国内基準行に対しても規制強化の枠組みを発表し、

2014 年以降段階的に導入を進めている。これらの規制強化に伴い、銀行は

自己資本の積み増し等の規制対応コストの増加は避けられないことが見込ま

れ、金融インフラ等のコストを低減し収益性の向上を図ることが必要不可欠な

状況である。 

また、2016年 10月に公表された日本銀行の「金融システムレポート」では、人

口成長率や預貸率の低下が地域金融機関の収益を圧迫していることが明ら

かにされている。既に預貸金収益と役務取引等利益では経費を賄えない金

融機関の割合がかなり高くなっており（【図表 25-10】）、景気後退等何らかのイ

ベントが発生した際には信用コストが上昇し、多くの地方銀行が赤字に転落

する可能性も指摘されている。加えてマイナス金利導入による利鞘の縮小も、

地域金融機関の収益を引き下げる要因となっており、日本経済の低迷、地方

の人口減少や少子高齢化が継続した場合、地域金融機関の収益は更に厳し

い状況に置かれることになる。 
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【図表 25-10】 預貸金収益等が経費を下回る先の割合及び経費に対する比率の分布 

 
（出所）日本銀行「金融システムレポート」よりみずほ銀行産業調査部作成 

（注）経費に対する比率＝（貸出金利息＋預け金利息＋役務取引等利益－預金利息）／経費 

 

上記の状況を踏まえると、実態把握は難しいものの、現在でも多くの地域金融

機関において支店・ATM網は採算が取れていない可能性がある。例えば、足

下の日本の人口と全国に設置された ATM台数から、ATM一台当たりの人口

を推定すると全国平均で900人程度となる。内閣府による人口推計を踏まえる

と、その全国平均は 2030 年には 826 人まで低下することが見込まれる。支店

一店舗あたりの人口も同様に影響を受けると考えられ、特に秋田県、青森県、

高知県7等の急激な人口減少が想定される地域においては、支店・ATM 網の

採算性は一層悪化することが想定される。 

更に、オランダ発祥の代表的な総合金融機関である ING や米国の Bank of 

America 等、欧米の大手金融機関が大規模な支店削減の理由として、低金

利や規制強化だけでなくオンラインバンキングの普及も挙げていることから明

らかなように、現在は低水準に留まっている日本のモバイルバンキングの浸透

率及び利用率が高まった場合には、特定の地域に限らず、広く支店・ATM 網

の採算性に影響を及ぼす可能性を否定できない。 

つまり、今後規制が強化される中で日本の金融機関の収益力は低下し、従来

の広範囲な金融インフラを維持して金融サービスを現在の価格で提供するこ

とが困難になる懸念がある。 

 

V. 日本に求められる FinTech の進化 

これまで見てきたように、支店・ATM 網という充実した金融インフラを構築し、

その高度化やその利用を前提とした金融サービスの開発・改良を重ねること

で、日本の金融機関は消費者の高い要求を満たしてきた。この状況は、クリス

テンセン8が提唱する「イノベーションのジレンマ」の構図に当てはまる懸念が

ある。つまり、高度に発展した金融インフラを有しているため、金融機関にとっ

てはその利用を前提とした「持続的イノベーション」、金融サービスの

                                                   
7 秋田県、青森県、高知県の 3県では 2030年までに 15%以上の人口減少が想定されている。 
8 ハーバード・ビジネス・スクールの教授。破壊的イノベーションの理論を打ち立てた、企業のイノベーションに関する研究の第一

人者。 
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Personalizationを進展させる投資が、短期的には合理的な選択肢となる。 

しかし、前述したように、日本の金融機関は現在の支店・ATM 網と、それを活

用した比較的安価な金融サービスの提供を両立させることが困難になる可能

性がある。そうなれば、支店・ATM 網の縮小や顧客に求める手数料・金利の

引き上げに踏み込まざるを得なくなるだろう。また、2020 年の東京オリンピック

に向けてキャッシュレス化が推し進められた結果9として、オンラインバンキング

の浸透やキャッシュレス社会が早期に実現した場合、現金社会を前提とした

現在の金融インフラの利点は大きく低下することも考えられる。それらの懸念

が現実のものとなった場合、日本には競争優位性を失った金融インフラとその

利用を前提とした旧来のプロセスから構成された金融サービスだけが残ること

となる。その結果生じるのは、金融サービスに対する満足度の低下だけでなく、

物理的に金融サービスにアクセスすることが困難な状況に陥る人が発生する

Financial Exclusionである。 

一方海外においては、Financial Inclusionを進展・維持させる手段としてインタ

ーネットをインフラとして活用した先進的な FinTech が発展・普及している状況

である。 

例えば、ICT 国家として知られるエストニアでは、この 10 年間で現金の引き出

しが約 35%減少し、キャッシュレス化が相当進展したと言われている。その背

景には、エストニア政府が推進した電子証明書が格納された「eID カード」や、

スマートフォンで本人認証を行える仕組みである「モバイル ID」、ICT 共通基

盤の整備等がある。ソ連からの独立後、国土の広さの割に人口が少なく10全

国に点在する国民に対して、エストニア政府が平等に公共サービスを提供す

るために行ったこの施策は、金融インフラとしてのインターネットと簡便なプロ

セスから構成される金融サービスを実現させることにも繋がっていると考えられ、

今後 Financial Exclusionが社会的課題となる可能性がある日本に大きな示唆

となる事例である。 

また、米国大手銀行では店舗の機能を見直す動きが進んでいる。従来店舗

は、小切手の現金化等顧客とのトランザクションを行う金融インフラとしての機

能が中心であった。しかしモバイルキャプチャの導入11を契機としたリモートチ

ャネルの発展、近年のオンラインバンキングの利用拡大や高機能な ATM の

登場に伴い、足下ではブランド戦略における広告塔としての役割や、相談や

アドバイスが必要な複雑な取引を行う場等としての色合いを強めつつある。要

するに米国においては、国土の広大さゆえに支店網が脆弱であったことを背

景に、オンラインバンキングやキャッシュレス化が進展し、加えて規制強化に

伴うコスト削減の必要に迫られていることから、銀行が店舗の役割を進化させ

ている状況である。既存の金融インフラを可能な限り維持するために主体的

に店舗の役割を変えるという試みも、日本の金融機関にとって参考になる事

例である。 

                                                   
9 2014年 6月に閣議決定された「『日本再興戦略』（改訂 2014）」に基づき、2014年 12月に「キャッシュレス化に向けた方策」が公

表されている。 
10 エストニアの国土は九州とほぼ同じ広さであり、人口は 2016年時点で約 131万人で日本の約 1/100程度。 
11 モバイルキャプチャの導入によって小切手をスキャンしたイメージがあれば物理的なドキュメントの取り扱いが不要となり、顧客

は小切手の原本を銀行に持ち込まずに口座に入金することが可能となった。 
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世界一のキャッシュレス大国と言われるスウェーデンでは、一部の飲食店や公

共交通機関において現金の利用が不可となっているだけでなく、銀行の半数

以上の店舗においても現金の取扱が停止され、ATM 設置台数も急速に減少

していると言われている。スウェーデンの主要六銀行12が 2012 年に共同設立

した Swish は、人口の過半数が現金代わりに利用しているモバイル決済・送

金サービスである。Swish は、国内銀行から形成されるコンソーシアムが発行

する認証サービスである Mobile Bank ID と連携することで、店舗における支

払時や個人間での送金時に高いセキュリティのもと決済を行うことを可能にし

ている。この事例は、キャッシュレス社会を支える利便性の高い金融サービス

が、現金管理コストや ATM 維持コストの削減を推進したいと考える銀行間の

協力によって実現した事例として捉えることができる。 

新しい技術・アイデアを用いる FinTech 企業は、既存の金融機関に対する

Disrupter
13として語られることが多い。しかし、日本においては、その影響は欧

米と比べて相対的に大きな脅威とはならない可能性が高い。日本にとって重

大な問題は、現金社会を前提とした高度に発展した金融インフラの存在よっ

て、金融サービスの革新が緩慢になり、その結果として FinTech 後進国となる

可能性があることである。かかる状況下、金融機関には、中長期的な視座を

持ち従来の金融インフラの役割を変えていくことが求められるだけでなく、

FinTech ベンチャー企業との協業等を通じて新たな金融サービスを開発し、そ

のレベルを維持・向上させていくことが必要となる。一方、FinTech ベンチャー

企業は、金融インフラの陳腐化に伴って生じる可能性がある新たなニーズを

捕捉していくことができれば、それは従来困難であった単独での事業展開の

チャンスとなろう。つまり、金融機関・FinTech ベンチャー企業の双方に、現在

の日本の金融サービスレベルを維持・向上させ、これから生じるであろう

Financial Exclusion を未然に防ぐような金融サービスの創出が期待される。そ

してそれこそが、日本において求められる FinTech の進化の方向性ではない

だろうか。 

（事業金融開発チーム 堀 加奈子） 

kanako.b.hori@mizuho-bk.co.jp 
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